
令和２年度下請法基礎講習会・消費税転嫁対策特別措置法に関する説明会 

・景品表示法に関する説明会の開催について（御案内） 

令和２年１０月１６日

沖 縄 総 合 事 務 局 

総務部公正取引室 

公正取引委員会では，下請取引の適正化を図り，下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」と

いいます。）の違反行為を未然に防止するために，講習会を開催しています。そのほか，消費税の

円滑かつ適正な転嫁を図る観点から，買いたたきや減額といった消費税の転嫁拒否等の行為に対す

る未然防止のための取組や転嫁拒否等の行為があると認められた時は，速やかに適正な転嫁等に応

じるよう，消費税転嫁対策特別措置法に基づいて迅速かつ厳正に対処するとともに，同法の普及・

啓発に関する活動を行っております。 

 また，消費者庁では，不当な表示及び過大な景品類の提供行為に対して，不当景品類及び不当表

示防止法（以下「景品表示法」といいます。）の規定に基づいて厳正・迅速に対処するとともに，

同法の普及・啓発に関する活動を行うなど，表示等の適正化に努めております。 

 今般，沖縄地区で下請法，消費税転嫁対策特別措置法及び景品表示法の業務を担当する当室にお

きまして，これら法律に関する講習会等を下記のとおり開催いたします。 

 参加を希望される方は，「２ 申込要領」を必ず御確認いただき，別紙参加申込書に必要事項を

御記入の上，令和２年１１月６日（金）までに，メール又はファクシミリにてお申込みください。

（参加には事前のお申込みが必要です。） 

１ 講習会等の日程等について 

日 時 令和２年１１月２５日（水） １３：３０～１６：３０（開場１３：１０） 

場 所 那覇第２地方合同庁舎１号館２階 大会議室（「３ 庁舎案内」御参照） 

那覇市おもろまち２丁目１番１号 

※ 今後の新型コロナウイルス感染症の発生状況によっては，「Webex」によるオン

ライン開催に切替えて実施いたします。 

内 容 ① 下請法基礎講習会（下請法，優越的地位の濫用及び物流特殊指定） 

１３：３０～１４：４５ 

    ② 消費税転嫁対策特別措置法の概要及び最近の違反事例について 

  １４：５５～１５：３５ 

    ③ 景品表示法の概要及び最近の違反事例について 

      １５：４５～１６：２５ 

※ 終了後，上記各法に関する個別相談も受け付けます（希望者のみ） 

定 員 ５０名 

    ※ １事業所につき２名以内。 

１事業所とは，事業所単位や営業所単位ではなく，１企業単位です。 

参加費 無料（研修資料は当日会場で配布します。）  



２ 申込要領 

 ・ 別紙参加申込書に必要事項を御記入の上，令和２年１１月６日（金）までに，メール又はフ

ァクシミリにてお申込みください。 

 ・ 講習会等は，特定の業種や業態の方を対象としたものではありませんので，事業者の方どな

たでも御参加いただけますが，事前登録が必要です。 

   下請法基礎講習会，消費税転嫁対策特別措置法説明会又は景品表示法説明会のうち，いずれ

かのみに御参加いただくことも可能です。 

 ・ 申込み受付は，先着順となっております。募集定員に達し次第，受付を終了いたします。 

 ・ 開催当日は申込時の「参加受付（確認通知）」のメール画面を印刷したものを御持参ください。 

３ 庁舎案内 

 ※ 施設内の駐車場も利用できますが，台数に限りがありますので，公共交通機関の利用に御

協力ください。

【問い合わせ先】
内閣府沖縄総合事務局総務部公正取引室
担 当：新垣，松尾，山里
ＴＥＬ：０９８－８６６－００４９
ＦＡＸ：０９８－８６０－１１１０

新型コロナウイルス感染防止の観点から以下の対応に御協力ください。 

○ 開催日当日，発熱，咳込み，倦怠感等体調に少しでも不調があれば，受講を見合わせてください。 

○ 受講に当たり，マスクを各自で御用意いただき，会場内でのマスク着用をお願いいたします。 

※ マスク未着用の場合は，受講をお断りいたします。 

○ 会場での飲食は御遠慮ください。 

○ 入手した個人情報は，本講習会等業務以外の目的に使用いたしません。 

※ 会場管理者等の求めに応じ，申込み情報を提供する場合があります。 

○ 今後の新型コロナウイルス感染症の発生状況によっては，「Webex」によるオンライン開催となります。

その場合は，申込時に記入いただいたメールアドレス宛に改めて御案内のメールを送信いたします。



下請法基礎講習会・消費税転嫁対策特別措置法説明会・景品表示法説明会令和２年１１月２５日（水）

沖縄総合事務局公正取引室 行（メール：koutori-kousyu.v6m -●-ogb.cao.go.jp） 
                             ※メール送信の際には「-●-」を「＠」に置き換えてください。 

（ＦＡＸ：０９８－８６０－１１１０） 

参加申込書

下記の項目につきまして，御記載の上，メール又は FAX で申込みください。 

記載いただいたメールアドレス宛てに，参加受付の確認メールを送信いたします。 

○ 法人名 

○ 参加者１（当室との事務連絡の窓口をお願いします） 

     （部  課  名）                    

     （職     名）                    

     （氏
ふり

     名
がな

）                    

     （メールアドレス）        ＠           

参加希望のものを囲んでください（複数選択可） 

①下請法  ②消費税転嫁対策特別措置法  ③景品表示法 

○ 参加者２ 

     （部  課  名）                    

     （職     名）                    

（氏
ふり

     名
がな

）                    

     （メールアドレス）        ＠           

参加希望のものを囲んでください（複数選択可） 

①下請法  ②消費税転嫁対策特別措置法  ③景品表示法 

別紙


